
議案第 39 号 

 

小城市公民分館長の設置に関する規則 

 

小城市公民分館長の設置に関する規則を別紙のとおり提出する。 

 

  令和２年３月 26 日提出 

 

小城市教育委員会 教育長 大野 敬一郎 

 

 提案理由 

  地方公務員法及び地方自治法の改正により、小城市公民分館長が非

常勤の特別職に該当しなくなったことに伴い、必要な事項を定める必

要があるため、規則を制定する必要がある。 

  これが、本議案を提出する理由である。 
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小城市教育委員会規則第  号 

 

小城市公民分館長の設置に関する規則 

 

（設置） 

第１条 市の社会教育の推進及び地区の自治公民館の適正な運営や自主

的活動を推進するため、小城市区長設置規則（平成 18 年小城市規則

第 38 号）第１条に規定する地区に公民分館長を設置する。ただし、

地域の事情に応じ設置する場合は、この限りでない。 

 （職務） 

第２条 公民分館長は、各地区の自治公民館に関する次の業務を行う。 

（１）  自治公民館を拠点とした講座や体験活動等の開催 

（２）  教育委員会からの情報伝達及び調査の協力 

（３）  自治公民館の管理業務 

 （依頼） 

第３条 公民分館長の選任は、第１条で設置された地区から推薦された

者１人を教育長が依頼するものとする。 

 （任期） 

第４条 公民分館長の任期は、毎年４月 1 日から翌年３月 31 日までとす

る。ただし、再任を妨げない。 

２ 公民分館長は、任期途中に辞任しようとするときは、速やかに後任 

 者を教育長に報告するものとする。この場合、後任者の任期は、前任 

 者の残任期間とする。 

３ 公民分館長は、後任者が就任するまでその業務を行う。 

 （公民分館長会） 

第５条 教育長は、毎年１回公民分館長合同会議を招集する。ただし、 

必要があるときは、臨時に公民分館長会議を開くことができる。 

 （報償費の額） 

第６条 報償費の額は、別表のとおりとする。 

（報償費の支給方法） 

第７条 報償費は、毎年度の３月１日を基準日とし、全額を翌月末まで 
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に支給する。ただし、教育長が特に必要と認めるときは、これを分割

支給し、又は支給月を変更することができる。 

２ 公民分館長が年度又は月の途中で交代したときの報償費については、 

年度分については月割計算とし、月の中途である場合は、その月分に 

ついては日割計算とする。 

 （その他） 

第８条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、教育長が別に定 

める。 

附 則 

この規則は、令和２年４月１日から施行する。 

別表（第６条関係） 

 

区分     支給金額（年額） 

均等割           33,000 円 

１世帯あたり             150 円 

 


